
MARUI IR DAY
中期経営計画進捗説明会

2020年6月12日



本日の内容

小売セグメントの進捗と今後の取り組み
㈱丸井 取締役社長 青木 正久

㈱丸井 取締役 マルイファミリー溝口店長 瓦 美雪

16:00～

16:15～ 質疑応答

16:35～ フィンテックセグメントの進捗と今後の取り組み
㈱エポスカード 取締役社長 斎藤 義則

㈱エポスカード 取締役 会員サービス部長 津田 純子

16:50～ 質疑応答
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＜小売セグメント＞
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発表者のご紹介

【職歴】

1992年 入社
2015年 丸井 新宿マルイアネックス店長
2016年 丸井グループ アニメ事業部長
2017年 丸井グループ 執行役員
2018年 丸井グループ 新規事業推進部長
2019年 兼 アニメ事業担当
2019年 現職

株式会社丸井グループ 取締役 上席執行役員

株式会社丸井 取締役社長

青木 正久

株式会社丸井グループ 執行役員

株式会社丸井 取締役 マルイファミリー溝口店長

瓦 美雪
【職歴】

1986年 入社
2007年 丸井 神戸マルイ店長
2008年 丸井 ブランド開発事業部長
2012年 丸井グループ ＣＳＲ推進部長
2016年 丸井グループ 執行役員

エポスカード 取締役営業本部長
2018年 丸井取締役 上野マルイ店長
2019年 現職



１．20年3月期 決算概要

２．現況と今後の方向性



１．20年3月期 決算概要
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決算ダイジェスト

・営業利益は100億円（前年差△14億円）、3期ぶりの減益

・コロナの利益影響は3月期の店舗休業・セール中止等で△15億円

・ＳＣ・定借化はさらに進捗、定借化面積は6.9万坪まで拡大

・ＥＣは競合激化と3月期セール中止等もあり苦戦、5期ぶりの減収
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2020年3月期 実績

億円 億円 ％ 億円

総取扱高 3,370 3,201 95 △99

売上収益 1,317 1,163 88 △59

営業利益 114 100 88 △15

19年3月期 20年3月期
前年差・比 計画差

ROIC (%) 3.8 3.4 △0.4 ―
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2020年3月期 営業利益 増減要因

定借化の収益改善は堅調も、EC苦戦とコロナ影響により△14億円の減益
コロナ影響を除くと前年並みに推移

20.3

仕入区画等

19.3

EC定借化
収益改善等

プラット
フォーム

114億円
100億円

＋14億
△1億

[前年差]

コロナ影響

△14億円△9億
△3億 △15億



２．現況と今後の方向性



店舗
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緊急事態宣言の解除にあわせ、順次営業再開

要請 対応 取扱高前年比

3月 27日 休業要請
5日
20日～
28日

マルイ・モディ全店で時短営業開始
カード会員向けセール中止
一部店舗のみ週末休業

65％

4月 7日 緊急事態宣言 4日
8日～

全店で週末休業
全店臨時休業（８店舗は食料品のみ時短営業） 27％

5月 14日～ 一部解除
26日～ 全面解除

14日～
20日～
21日～
下旬

静岡マルイ 営業再開
博多マルイ 営業再開
なんばマルイ・神戸マルイ 営業再開
カード会員向けセール中止

20％

6月 － 1日～ 全店で営業再開 102％

＊1～10日計

＊店舗・Webのみ
＊速報値

＊店舗・Webのみ

営業店 再開状況

※6月は閉鎖店除き

＊暫定値
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大手アパレルの倒産、ブランド縮小も相次ぎ、小売業には依然厳しい状況

※ 出 典 東 京 商 工 リ サ ー チ 「 全 国 企 業 倒 産 状 況 」 よ り

・倒産企業 20年4月 740 件
前年比 115 ％

・倒産企業 20年～5月 10 件

(小売業 130 ％ )
(前年度年間 13 件 )

・休止ブランド 18 ブ ラ ン ド20年～5月

世の中 丸井

・訪日外国人 20年4月 2,900 人
前年比 99.9 ％ 減

直近の状況

(44 シ ョ ッ プ )
※ 出 典 日 本 政 府 観 光 局 「 訪 日 外 客 数 月 別 推 計 値 」 よ り
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パートナーシップ強化策

新型コロナ危機をお取引先さまとともに乗り越えるため、強化策を実施

具体的内容 対応数

（１）お取引先さまの休業期間中の家賃および共益費を全額免除 全 2,100ﾃﾅﾝﾄ

（２）消化仕入のお取引先さまの最低保証売上を6カ月間撤廃 100ﾃﾅﾝﾄ

（３）ご希望に応じて敷金1～2カ月分を返却
＊6カ月以上預託するお取引先さまが対象

600ﾃﾅﾝﾄ
(構成比 30％)

（４）ご希望に応じて5～7月期の支払いを6カ月間猶予 160ﾃﾅﾝﾄ
(構成比 8％)

お 取 引 先 さ ま ア ン ケ ー ト を 実 施 し 、 4 月 2 4日 に 上 記 強 化策 を 決 定
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強化策の目的

丸井
両立

最悪のシナリオ

強化策の効果 共創・リレーション強 化に より 共存 共栄 を実 現

コロナによる市況悪化 が継 続、 お取 引先 さま の経 営を 直撃

事業の永続 中長期的視点での収益確保

お取引先さま

グループの「共創」視点として、お取引先さまとのリレーションをさらに推進
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取引先支援策 ①

店舗休業により販路を失ったお取引先さまへ、業務提携先との連携でＥＣ出店を支援

収入・
キャッシュの

減少

2 0 1 7 年 協 業 開 始

既存テナントや
イベント出店の

お取引先さま

ＥＣご出店・送客支援 営業キャッシュフローの確保店舗休業

D２Cの
お取引先さま

エ ポ ス カ ー ド 会 員 向 け
メ ー ル で 送 客
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・リアル初出店の決め 手は 店舗 運営 ノウ ハウ
・ＥＣ専業には非常に 魅力 的な 仕組 み

丸井グループ
2 0 . 3 2 4 . 3

4 シ ョ ッ プ

17 名 350 名

お取引先さま
ノウハウ 投資

社 員 数

シ ョ ッ プ 数

2 1 . 3

90 名

出店

20 シ ョ ッ プ 80 シ ョ ッ プ

取引先支援策 ②

ＥＣ専業のお取引先さまに運営ノウハウを提供し、リアル出店の機会を創出

投資
リターン

運営

店舗運営受託計画

お取引先さまの声
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継続雇用のリスク減

グループ社員によるカードLTV獲得

運営受託による受託料収入

品揃えの拡大

小規模出店による賃料抑制テナントA テナントD

テナントB テナントE

テナントC テナントF
丸井

新宿マルイメン3階 (60坪)

６テナント
シューズ編集売場

(約5坪～)

20年下期、上野マルイ雑貨編集売場オープン予定

お取引先さま

取引先支援策 ③

「運営受託 × 小規模テナント × 編集」のスキームで独自の編集売場を実現
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取引先支援策 ④

出店時に敷金を一括払い
（イニシャルコスト 高）

保証料を家賃と合わせて支払い
（イニシャルコスト 低）

家賃保証

敷金

賃料
翌月以降

通常 家賃保証

数％
賃料1カ月

賃料6～12カ月

初月

エポスカードの家賃保証サービス提供により、低コスト出店を支援 (20年6月～)

賃料 賃料 賃料
翌月以降初月

賃料 賃料
保証料 数％
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LT V

「実店舗とオンラインを併用する顧客の客単価は、
オンラインしか利用しない顧客と比べて2倍以上になる」

エンゲージメント形成

E C + リ ア ル

E C の み

新規お客さま獲得 リ ア ル
出 店 価 値

体験

モノを売る・買う場

体験を提供する場

方向性

高単価高い成約率 継続率× = 高いLTV

【エンゲージメント効果】

×

今後の方向性

デジタルシフト下においても、リアルの体験価値は成長に向けた重要な要素

デジタルシフトにおけ るリ アル の価 値
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メ ル カ リ 初 の 旗 艦 店
( 6 / 1 0 ～ 、 新 宿 マ ル イ 本 館 )

今 後 1 0 拠 点 へ 拡 大 予 定

リ ア ル 初 出 店
( 6 / 1 1 ～ 、 有 楽 町 マ ル イ )

運営受託

サイバーエージェント連結子会社のシロクが
展開するスキンケアブランド

新たな体験価値の提供に向けたテナントを導入

導入テナント例

mercari station N organic

運営受託
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新たな体験価値の提供に向けたテナントを導入

導入テナント例

O'right kay me

日 本 初 出 店
( 6 / 1 1 ～ 、 有 楽 町 マ ル イ )

台 湾 発 祥 の サ ス テ ナ ブ ル な ヘ ア ケ ア ブ ラ ン ド

D 2 C ア パ レ ル ブ ラ ン ド
( 6 / 1 ～ 、 有 楽 町 マ ル イ )

スタイリング相談などの来店予約も可能

運営受託
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面積構成比

従来型物販

新

た

な

体

験

価

値

20.3

62%

38％

24.3

40%

60％

70%

30％

19.3

新たな店舗づくりに向けた中期目標

体験を提供するテナント構成を60％まで拡大
コロナ禍を契機に、モノからコトへの流れを、更に加速していく

D2C 等

体験・コンテンツ

シェアリング

飲食・サービス

MEDULLA
O'right

mercari station

GO TODAY SHAiRE SALON

N organic
kay me



EC
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2 0 0 億

3 , 0 0 0 億

1 7 . 3 1 8 . 3 1 9 . 3

大 手 モ ー ル

ア パ レ ル 各 社

フ ァ ッ シ ョ ン E C

マ ル イ
1 6 . 30

業界全体の現況

業界の優勝劣敗が進み、マルイは独自性が発揮できず

業界の動向 売上高

寡 占 化 が 進 行

脱 モ ー ル
直 営 比 率 拡 大

競 争 激 化 に よ り
成 長 率 鈍 化

商 品 ・ サ ー ビ ス の
差 別 化 で き ず

A 社

マ ル イ
B 社

C 社
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2 1 4 億

1 9 2

2 3

2 4 2 億

2 1 9

2 2
2 3 0 億

2 1 1

1 9

2 1 3 億

1 9 6

1 7

2 0 4 億

1 8 8

1 6
フ ァ ッ シ ョ ン 以 外

フ ァ ッ シ ョ ン

フ ァ ッ シ ョ ン 構 成
9 2 % 9 2 % 9 2 ％ 9 1 ％ 8 9 ％
5 0 % 4 5 % 4 0 ％ 3 5 ％ 3 0 ％

E C
店 舗

2 0 . 3

1 0 2 ％

8 7 ％ 8 9 ％

EC売上高

1 5 5 ％

2 0 . 4 ～ 5 月 計

マルイの現況

ファッションカテゴリーで規模拡大を図るも苦戦し減収

強 化 カ テ ゴ リ ー ( コ ス メ 等 )
1 0 8 ％ 1 5 0 ％

一方、店舗で拡大するファッション以外（美・食・健康等）はECでも伸長

EC足元の状況

2 0 . 31 9 . 31 8 . 31 7 . 31 6 . 3

フ ァ ッ シ ョ ン 以 外

フ ァ ッ シ ョ ン

前 年 比
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3 2 0
E C 出 店 済

E C 未 出 店

店舗内 1,300ブランド内訳

10%

8 1 0

ﾌ ｧ ｯ ｼ ｮ ﾝ

2 3 0

生 活 雑 貨 1 7 0
食 物 販 1 3 0
ホ ビ ー 5 0
コ ス メ 4 0

ﾚ ｽ ﾄ ﾗ ﾝ ・ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 4 2 0

3 9 0 ブ ラ ン ド

50%

9 0

ブ ラ ン ド

ファッション以外売上 構成

1 7 0

ﾌ ｧ ｯ ｼ ｮ ﾝ 以 外

9 8 0
ブ ラ ン ド

ﾌ ｧ ｯ ｼ ｮ ﾝ

ﾌ ｧ ｯ ｼ ｮ ﾝ 以 外

強 化 カ テ ゴ リ ー

20.3 24.3
→

カテゴリーの拡大

EC未出店のファッション以外ブランドを早期に導入し、売上規模を拡大



27

店舗・EC併用客の拡大

ECの入口である店舗との連携を高め、EC新規客・併用客を拡大

89%

05 %

2 0 年 3 月 期 E C 購 入 単 価

店 舗 併 用 客平 均

2.8 万 円
1.1倍

2.6 万 円

※ 2 0 年 4 月 お 客 さ ま ア ン ケ ー ト よ り

初 め て の
ご 利 用 が E C 4 %

店舗・EC併用客EC初回購入前 ご利用先

構 成 比
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メ ル カ リ さ ま と の 協 業
一 次 流 通 と 二 次 流 通 の デ ー タ 連 携

お客さまの利便性向上

アプリ利用促進や協業先連携等により、体験価値を向上

商 品 紹 介 動 画ダ ウ ン ロ ー ド 件 数 32 万 件 計 画 比1.3 倍

訪 問 回 数 622 万 回 計 画 比1.2 倍
ブ ラ ウ ザ 比 7 倍

客 単 価

2 1 . 3 月 期 ア プ リ 売 上 高 前 年 比 2 . 5 倍 ～ 3 倍

2 0 年 5 月 ～

2 0 年 7 月 ～

U I を さ ら に 改 善 し 利 便 性 を 向 上

オ ン ラ イ ン 接 客

アプリ ( 1 9 年 9 月 ～ ) 動画コンテンツ等

ブ ラ ウ ザ 比 1.2 倍

データ連携



小売事業の方向性
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お客さまとの「多様な接点」

新たな体験価値を提供 する
テナントの導入

カテゴリー拡充による
店・ECの共通ブランド 拡大

面 積 構 成 60 % フ ァ ッ シ ョ ン 以 外 売 上 構 成 50 %

丸井グループ独自の「小売モデル」

オフライン
オンライン

融合

今後の小売事業
共創投資でのD2C等の導入により、店舗とEC共通ブランドを拡大、
提供する価値を最大化

店舗 (リアル) EC (デジタル)
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FABRIC TOKYO駿河屋

1 9 年 1 2 月

７ 店 舗 出 店3 店 舗 出 店
E C 出 店

1 8 年 4 月 ～
2 0 年 3 月 ～

提 携 カ ー ド 2 0 年 1 月 ～ 相 互 送 客 に よ る

共 創 投 資

小 売 フ ィ ン テ ッ ク

共創投資によるシナジー
共創投資・フィンテックとの三位一体で、グループ独自のビジネスモデルを構築

店 舗 受 取 / 買 取 2 0 年 1 0 月 ～

1 9 年 5 月
共 創 投 資

小 売 フ ィ ン テ ッ ク

1 7 年 2 月 ～
カ ー ド 利 用 向 上
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アフターコロナに向け、お客さまの価値観は加速度的に変化、
これまで進めてきた「体験型店舗」の価値が更に高まる

ＳＣ・
定借化物販

中心
店舗での
提供価値

体験型 お取引先さまとの
関係性の変容

オフライン・オンラインの
融合

体験価値の
更なる充実

感動

共感

体感中心
体感

afterコロナbeforeコロナ

リアル店舗の価値向上に向けて

お客さまの価値観の
変化

アフターデジタルの世界へ



質疑応答
（小売）



MARUI IR DAY
中期経営計画進捗説明会

2020年6月12日

＜フィンテックセグメント＞
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本日の発表者のご紹介

【職歴】

1986年 入社

2007年 丸井 町田マルイ店長

2008年 丸井グループ執行役員 財務部長

2011年 丸井取締役 Ｗｅｂ事業部長

2013年 エポスカード取締役営業本部長

2015年 エポスカード常務取締役

2016年 現職

株式会社 丸井グループ 常務執行役員

株式会社 エポスカード 取締役社長

斎藤 義則

株式会社 丸井グループ 執行役員

株式会社 エポスカード 取締役 会員サービス部長

津田 純子
【職歴】

1995年 入社

2014年 中野マルイ店長

2015年 丸井グループ執行役員

丸井取締役 マルイファミリー志木店長

2017年 丸井グループ 新規事業推進部長

2018年 丸井取締役 マルイファミリー溝口店長

2019年 現職



本日の内容

（1）20年3月期の実績

（2）新型コロナウイルスの影響について

（4）貸倒・利息返還の状況

エポスカード 取締役 津田 純子

エポスカード 取締役社長 斎藤 義則

（3）今後の方向性について



（1）20年3月期の実績
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ダイジェスト

〇営業利益は384億円（前年差＋34億円）と８期連続の増益、
ROICは4.6％と前年に対して＋0.4%

〇ショッピングと家賃保証が引き続き高伸長し、業績を牽引

〇カード会員数は720万人（＋32万人）と700万人を突破

〇新型コロナウイルスにより、売上収益はマイナスしたものの、
カード発行費用等の変動費の減少で、営業利益への影響は＋2億円
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・営業利益は384億円（前年比110%）、ＲＯＩＣは4.6％（前年差＋0.4％）

20年3月期 数値実績

18年3月期 19年3月期 20年3月期

前年比 前年比 前年比 前年差 計画差

ROIC  （％） 3.9 － 4.2 － 4.6 — ＋0.4 －

投下資本（億円） 5,310 114 5,698 107 5,745 101 ＋47 △244

兆 億円 ％ 兆 億円 ％ 兆 億円 ％ 億円 億円

総取扱高 1 9,725 114 2  3,106 117 2 6,788 116 ＋3,682 △777

売上収益 1,104 112 1,283 116 1,395 109 ＋112 △28

販管費 790 112 933 118 1,011 108 ＋78 △21

営業利益 314 111 350 111 384 110 ＋34 △6

（流動化除き） (108) (＋553)
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・特殊要因を除いた営業利益は393億円（前年差＋42億円）

特殊要因除きの営業利益

393億

19.3

＋5億
会計基準

変更

＋2億
コロナ影響

384億

＋34億

特殊要因 △9億

350億 ＋42億
実質増益

＋10億
流動化
譲渡益

△15億
流動化

コスト・
償却

△11億
利息返還

引当
積み増し

20.3



（2）新型コロナウイルスの影響について
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・新型コロナの影響を受けたものの、ショッピングは2.2兆円（前年比116％）と拡大

ショッピング取扱高の推移

119 

125 

120 

124 

115 

119 119 

115 
117 

116 

90

100

110

120

0.0

2.0

4.0

11.3 12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3

2.2兆

■過年度推移

（兆円）

1.9兆

1.2兆

118

コロナ影響
380億

（%）
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・外出自粛や休業等により、4月期マイナスの5割はトラベル＆エンターテインメントの減少

新型コロナによるショッピング取扱高の影響

■加盟店取扱高の状況

合 計

0

1,000

2,000

3月 4月 5月

＜4月期の減少内訳＞

△620億

トラベル＆ △310億

減少額

エンターテインメント

大型商業施設 △110億

うち解約 △25億 ）（

102

82
90

80

100

△620億 △550億（億円）

（%）
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コロナ影響が
なかった場合

ショッピング取扱高 今後の見通し

トラベル 4,000億

エンターテインメント

大型商業施設

EC

4-5月
伸長率

△78％

△82％

△62％

＋41％

回復の
見通し 今期の影響額

600億

2,100億

△2,000～
△3,000億

ショッピング取扱高： 2.1～2.3兆円（影響額△2,500～△5,400億）

短～1年

短～1年

中～長期

4,200億

（シェア15％）

（2％）

（8％）

（16％）

△100～
△300億

△300～
△800億

＋300～
＋700億

－
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・分割の利用が牽引し、取扱高は2,700億円（前年比117%）と高伸長

リボ分割の状況

■取扱高推移

1,195

1,518

117

70

80

90

100

110

120

130

0

1,000

2,000

3,000

4,000

11.3 16.3 20.3

分割 リボ 前年比

2,713

（億円） （%）
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・新型コロナによるショッピング取扱高の減少により、リボ分割取扱高も連動して減少

リボ分割の直近の状況

■取扱高前年比の推移

115

83

109

86

70

80

90

100

110

120

130

18.3 19.3 20.3 20.4-5月

ショッピング

リボ分割

今後も連動

（%）



47

・若者の構成が高いものの、約3割が40歳以上で幅広く、取扱高も年代に関係なく推移

リボ分割の年代別利用状況

■利用客数の年代構成 ■年代別取扱高の推移

69％
リボ分割
利用客数
91万人

若者
(～３9歳)

31％

106

84

115

89

80

90

100

110

120

130

18.3 19.3 20.3 20.4～5月

40歳～

～39歳

（%）
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19.3 20.3 21.3

リボ分割 今後の見通し

3,194億

3,500億

リボ分割取扱高： 影響額△300億～△600億

平均残高

3,486億

3,340億 3,500億＜

70%

30%

（売上収益の構造）

当期発生分

期首残高より発生

（＝成約済繰延収益）

△400億

■リボ分割残高の見通し（取扱高影響額△600億の場合）
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新規カードの見通し

81 81

0

20

40

60

80

100

19.3 20.3 21.3

（万人）

（見通し）

△3万人

△20万人 ～ △30万人

【コロナ影響】

カード発行費用

△15億円 ～ △25億円

60～70

・店舗の休業等により計画に対し20～30万人のマイナス、一方カード発行費用が20億程度減少
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（参考）21年3月期 コロナ影響試算の内訳 ※20.5.28決算説明会より再掲

楽観的シナリオ（A）
（20年10月に基調回復）

悲観的シナリオ（D）
（21年10月に基調回復）

取扱高 △2,500億 △5,400億～

売上収益 △100億 △175億～

販管費 △65億 △130億～

営業利益 △35億 △45億～
（前年差） （＋5億） ～ （△5億）

セグメント 20年3月期
21年3月期前年差

コロナ影響なし コロナ影響試算反映後

フィンテック 384億円 ＋40億円 ＋5億円 ～ △5億円

コロナ影響なし
（前年差）

＋4,300億

＋100億

＋60億

＋40億
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クレジットカード

電子マネー

QR決済

キャッシュレス決済でのポイント還元の状況

決済合計額 6.9兆円

116%
116%

121%

129%

100%

120%

140%

18.上 18.下 19.上 19.下

■ポイント還元策の状況

（19.10～20.2月期）

取扱高

利用件数

4.4兆
（構成64%）

2.0兆
（29%）

0.5兆
（7%）

■エポスカードの状況

・還元対象取扱高 1,470億円

・ポイント還元額 70億円

（キャッシュレス推進協議会より：3月）

押上げ効果
＋70億

（＋0.5％）

少額決済を中心に、利用件数が拡大

＜取扱高前年比推移＞

・決済額の64％がクレジットカード



（3）今後の方向性について
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家計シェア最大化 19年度の振返り

お客さま家計イメージ

口座振替現金支出

家 賃

通信費・水光熱費他

貯蓄・投資

食 費

美容・ファッション

家 賃

定期払い娯楽・習い事

ご祝儀・プレゼント

Ｅ Ｃ

取扱高 2493億円
（111％）

取扱高 3326億円
（128％）

取扱高 3537億円
（118％）

取扱高 580億円
（211％）

スマホ決済
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・一般家計では口座振替の固定的支出の割合が約6割と高いが、エポスカードは逆の構造

世の中支出との比較

（総務省統計局 家計調査より当社推計）

世の中 エポスカード

口座振替

現金支出

77％

41％

23％

59％



55

130

121 117

129

65
60

80

100

120

140

19.4 19.7 19.10 20.1 20.4

■取扱高の月別推移

コロナ影響

ＥＣ

その他
取扱高

取扱高の直近推移

家賃
定期払い

（％）

・家賃、定期払い、ＥＣは安定的に推移する一方、それ以外の取扱高が大幅に減少
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家計シェア最大化 今後の方向性

5年前

・家計シェア最大化戦略を推進することで、収益の安定化と事業の成長を両立

1兆

2.5兆

4.0兆～

20年3月期 3年後

口座振替

現金支出
ＥＣ 20％～

30％～
ＥＣ 14％

23％
20％
12％
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新規
カード
8万人

22

65

83

138
127 129

136 133
127

0

50

100

150

0

20

40

60

80

100

120

15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3

家賃保証の状況

■売上収益の推移

・新型コロナ影響等により計画は未達ながら、戦略提携先の寄与によって売上は順調に拡大

（億円）

売上収益

前年比

（％）

■戦略提携先の状況

新規
利用客数
18万人

31% 34%

エイブル

大手3社



58

・丸井との連携で入居テナント向けの家賃保証を導入、新たな取組みで事業拡大

家賃保証の新たな取組み

敷金
（家賃の6～12か月分）

入居
テナント

定期借家契約

今まで

保証料
（家賃1か月分）

家賃保証契約

これから

丸井店舗からスタートし、ノウハウを蓄積後、提携している全国の商業施設へ取組みを順次拡大

軽重テナント初期負担

預り金（B/S） 売上収益
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28 36
49

65
83

0

50

100

150

200

250

16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3 22.3 23.3 24.3 25.3

・新型コロナによる環境変化をチャンスに、5年後には売上収益200億円以上を目指す

家賃保証の今後の見通し

（億円）

9,000～
取扱高
（億円）

1,417 1,710 2,075 2,607 3,326

100～

200～
テナント家賃保証不動産テックの進展

保証会社の淘汰・選別
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0.0

10.0

20.0

17.3 18.3 19.3 20.3

共創投資との取組み

■アニメ事業 新規カードの推移

（万人）

1.5

15

・本業シナジー型投資による共創を推進し、会員拡大とＬＴＶの向上を図る

・若者比率 62％

共創投資

フィンテック小売

ＬＴＶが高い
・利用率 94％
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本業シナジー型投資による共創の先行事例

■㈱グローバルトラストネットワークス■㈱エーツー（駿河屋）

出資 ： 2019年12月

小売 ： 丸井店舗への出店（3店舗）
： マルイウェブチャネルへの出店

フィンテック ： 提携カード（年間6,000人）

： エポスかんたん決済の導入

出資 ： 2018年4月

小売 ： なんばマルイへの出店

フィンテック ： 外国人向け家賃保証

： 外国人向けクレジットカード
（年間3,000人）



（4）貸倒・利息返還の状況
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4.6

3.8

4.3
3.9

3.2
3.4

3.1

2.3

1.8
1.7 1.6 1.4 1.6

1.8 1.9

91 88 90 88
100

92
83 83 88 93 99 101 106 107

98

70

85

100

115

130

145

160

175

190

205

220

235

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

06.3 07.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3

貸倒償却率の長期推移

・大きな環境変化の下でも債権の健全化が進み、償却率は1％台の業界最低水準で推移

■貸倒償却率の推移

(％)

貸倒償却率

リーマンショック

総量規制施行

東日本大震災

銀行ローン規制開始

(％)

全国自己破産
前年比
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他社との比較

・他社と比べて会員の若者比率は高い一方、売上に対する貸倒費用・貸倒償却率はともに低い

若者（～39歳）
会員比率

貸倒費用
売上比

B社

40～50％

18％

※各社の最新決算資料より当社推計

1.9％貸倒償却率

A社

23％

16％

2.6％

50％

12％

1.9％
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信用の共創

・創業以来のDNAである「信用の共創」に基づく独自の与信ノウハウにより、貸倒リスクを管理

利
用
限
度
額

他社

エポス

入会時

所得、勤務年数、資産等により付与

共通
(少額設定)

入会時 ゴールド

エポス 50万円 150万円

A社 200万円 500万円

B社 100万円 200万円

■利用限度額 他社比較
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利用客数と貸倒客数の状況

・利用客数と貸倒客数は年代別に大きな差はなく、若者の貸倒償却率は全体よりも低い状況

260万人

55％

210万人

45％ 利用客数
470万人

貸倒客数
2.1万人

1.2万人

58％

0.9万人

42％

若者
(～３9歳)

■20年3月期 利用客数と貸倒客数

全体 若者(～39歳) 40歳以上

1.9％ 1.7% 2.2％

（貸倒償却率）
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貸倒先行指標の状況

・取扱高に連動し口座引落し不可客数は減少、その後遅延債権が減少し、貸倒のマイナス要因に

ショッピング取扱高

4～5月

口座引落し不可客数

■直近の推移

・口座引落し不可客は延滞客の先行指標として推移

遅延債権発生高

口座引落し不可客

延滞客

20.3下

３カ月後に遅延債権に影響

1か月後

3か月後

116％

109％

106％

84％

91％

1カ月後に影響

3カ月後に影響

■債権の動き
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貸倒の今後の見通し

・取扱高の減少と支払遅延の増加を踏まえ、貸倒費用のコロナ影響は最大で＋20億程度と推計

当初計画

■遅延債権残高の見通し

コロナ影響後

取扱高の減少

【貸倒費用への影響】

支払遅延の増加

±0億～ ＋20億
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78
65

54
45 47

83 86

71

99
105

0

20
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0

20

40

60

80

100

120

140

160

16.3 17.3 18.3 19.3 20.3

利息返還の状況

・先行指標の弁護士介入受入高が前年を上回ったため、期末に15億円の引当の積み増しを実施

■利息返還額と受入高前年比の推移

(億円) (％)

44億

50億 47億引当金残高

繰入額
9月末29億
3月末15億

利息返還額

受入高前年比



質疑応答
（フィンテック）



本資料に掲載しております将来の予測に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
お問い合わせは、ＩＲ部 03-5343-0075にご連絡ください。


